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大町市告示第１０９号 

 

 

   大町市広告付き番号案内表示システムの無償提供に関する取扱要領 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、大町市広告掲載要綱（平成２１年告示第１９号。以下「要綱」

という。）の規定に基づき、市が使用する広告付き番号案内表示システムの無償提

供に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において「広告付き番号案内表示システム」とは、次に掲げる機能

を有する機器及び周辺機器をいう。 

（１）市の窓口における申請手続等に係る受付番号を発券する機能 

（２）前号の受付番号の順番を表示して案内する機能 

（３）民間企業等の広告及び行政情報等を放映する機能 

２ この要領において「無償提供者」とは、広告付き番号案内表示システムに広告を

掲載する者（以下「広告主」という。）の募集、広告映像の作成、更新及び運用並

びに行政情報の映像の作成、更新及び運用を行い、市に広告付き番号案内表示シス

テムを無償提供する事業者をいう。 

 （提供者の資格） 

第３条 無償提供者の資格は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ

ていないこと。 

（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団でないこと又は役員若しくは従業員が同条第６号

に規定する暴力団員でないこと若しくは暴力団員と密接な関係を有していない

こと。 

（３）市区町村税を滞納していないこと。 

 （設置場所） 

第４条 広告付き番号案内表示システムの設置場所は、市役所とする。 

 （設置期間） 

第５条 広告付き番号案内表示システムの設置期間は、５年間とする。ただし、市長

は無償提供者と協議のうえ、設置期間を変更することができる。 

 （使用料等） 

第６条 無償提供者は、行政財産目的外使用料及び広告付き番号案内表示システムの

使用に伴う電気料金を納めるものとする。 

 （無償提供者の募集方法） 

第７条 市長は、市のホームページ等により無償提供者を募集するものとする。 

 （無償提供の申込み） 
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第８条 広告付き番号案内表示システムの無償提供の申込みをしようとする者は、広

告付き番号案内表示システム無償提供申込書（様式第１号）及び誓約書（様式第２

号）に必要な書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 （無償提供者の決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申込みがあったときは、要綱第１０条に規定する

大町市広告審査委員会による審査を経て無償提供者を決定し、その結果について申

込みを行った者に通知するものとする。 

 （協定書の締結） 

第１０条 市長は、前条の規定に基づき無償提供者を決定したときは、当該無償提供

者と広告付き番号案内表示システムの無償提供に関する協定を締結するものとす

る。 

 （無償提供時の注意事項） 

第１１条 無償提供者は、広告主の選定及び広告内容について、事前に市長と協議し、

承諾を受けなければならない。 

２ 無償提供者は、広告主の募集に当たり、自らが広告の募集者であることを明確に

するとともに、市が広告の募集者であるような誤解を受けることのないよう配慮し

なければならない。 

３ 無償提供者は、広告付き番号案内表示システムの設置の方法、数量その他の仕様

及び掲載する広告について、事前に市長と協議し、承諾を得なければならない。 

４ 無償提供者は、前項の承諾を得た後に、行政財産使用許可申請書（大町市財務規

則（昭和５５年規則第２号）様式第９５号）を施設管理者に提出し、許可を受けな

ければならない。 

 （広告主） 

第１２条 広告主は、大町市内に本社、本店、支社、支店、営業所、店舗等を有する

企業又は事業者その他市長が適当と認めるものとする。 

 （広告掲載の範囲） 

第１３条 広告付き番号案内表示システムの広告掲載の範囲は、要綱第３条に定める

ところによる。 

 （問題発生時の対応） 

第１４条 無償提供者は、広告付き番号案内表示システムの内容に関する苦情その他

の問題が発生したときは、その一切の責任を負い、誠意をもって速やかに解決に努

めなければならない。 

 （決定の取消し） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、無償提供者の決定を取り

消すことができる。 

（１）無償提供者がこの要領の規定に違反していると認めたとき。 

（２）広告付き番号案内表示システムの設置が適当でないと認めたとき。 

（３）無償提供者が虚偽の申請をしたとき。 

（４）書面により無償提供の辞退の申し出があったとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めたとき。 

２ 前項の規定により決定を取り消した場合において、無償提供者に生じた損害に対
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しては、市長はその責めを負わない。 

 （委任） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

   附 則 

 この要領は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第８条関係） 

 

広告付き番号案内表示システム無償提供申込書 

 

年  月  日 

 

大町市長  殿 

 

                      申込者 
(住所又は所在地)                

                    
(商号又は名称)               

                    
(代表者名)                  

                   

 

 

 大町市広告付き番号案内表示システムの無償提供に関する取扱要領に基づき、広告

付き番号案内表示システムの無償提供者に応募したいので、関係書類を添えて次のと

おり申し込みます。 

 申込みに当たっては、大町市広告付き番号案内表示システムの無償提供に関する取

扱要領及び大町市広告付き番号案内表示システム無償提供者募集要項を遵守します。 

 なお、取扱要領に定める応募資格を満たしており、提出書類に記載した全ての記載

事項について、事実と相違ないことを誓約します。 

 

（添付書類） 

・広告付き番号案内表示システムの無償提供に関する企画提案書 

・会社の概要（パンフレット等） 

・登記事項証明書（商業登記簿謄本）（個人事業者の場合は、身分証明書） 

・市区町村税の完納証明書 

・誓約書（様式第２号） 

 

 
 

担 当 者 名  

連

絡

先 

電 話  

Ｆ Ａ Ｘ  

Ｅ-mail  
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様式第２号（第８条関係） 

 

誓  約  書 

年   月   日 

 

大町市長  殿 

 

 

                     申込者 
(住所又は所在地)                  

             
(商号又は名称)               

            
(代表者名)                  

              
                     

 

  下記の内容に虚偽がないことを誓約します。 
 

記 

 

 

１ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行ってい

ないこと。 

 

２ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団でないこと又は役員若しくは従業員が同条第６号に規

定する暴力団員でないこと若しくは暴力団員と密接な関係を有していないこと。 

 

３ 市区町村税を滞納していないこと。 


